
平 成 27 年 度
当 初 予 算 額

平 成 26 年 度
当 初 予 算 額

増 減 増 減 率

Ａ B Ｃ（Ａ－Ｂ） Ｃ／Ｂ

合 計 １７４億　　１９３万円 ２０２億　　８３４万円 △２８億　　６４１万円 △１３．９

（合計に合わせるため万円未満で調整しています）

水 道 事 業 （ 企 業 ） 会 計 ５億７，５１２万円 ６億　　６０７万円 △３，０９５万円 △５．１

病 院 事 業 （ 企 業 ） 会 計 ３３億７，０４９万円 ６６億７，６５９万円 △３３億　　６１０万円 △４９．５

介 護 サ ー ビ ス 事 業 特 別 会 計 ２億１，０２１万円 ２億１，３０２万円 △２８１万円 △１．３

介 護 保 険 特 別 会 計 １４億２，５６７万円 １４億３，７２６万円 △１，１５９万円 △０．８

霊 園 特 別 会 計 ４２０万円 ５６３万円 △１４３万円 △２５．４

用 地 取 得 特 別 会 計 ４，５３２万円 ４，５３２万円 ０万円 ０．０

１７万円 ０万円 ０．０

下 水 道 事 業 特 別 会 計 ６億１，９６６万円 ６億３，９１０万円 △１，９４４万円 △３．０

土 地 造 成 事 業 特 別 会 計 １７万円

１９億８，５０３万円 １９億２，６４３万円 ５，８６０万円 ３．０

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 ２億５，３０７万円 ２億６，４４６万円 △１，１３９万円 △４．３

平成２７年度の予算の概要

会 計 区 分

　３月開会の赤平市議会第1回定例会において２７年度の各会計予算が可決されました。
  新年度の予算は、効率・効果的な予算編成に努め、第５次赤平市総合計画の「産業振興」「少子
化対策」「住環境整備」の重点事業を中心に、喫緊の課題である人口減少対策に取り組むこととし
ました。
　また、年度当初に市長選挙が実施されるため、義務的経費や継続して実施する建設事業を中心
とした骨格予算となりますが、平成２７年度からスタートする子ども・子育て支援事業計画に基づく
新規施策や、赤平市町内会連合会からの要望に基づく支援拡大等、直面する課題に対処するた
めの予算を計上しました。なお、このほかの新規事業や政策的な判断を要する経費は６月以降の
補正予算で対応することとしています。

一 般 会 計 ８３億９，４２９万円 ５億１，８７０万円 ６．２８９億１，２９９万円

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計



平 成 27 年 度 平 成 26 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

市 税 ８億１，８１２万円 ９．２ ８億５，８７６万円 △４．７

地 方 譲 与 税 ６，３７８万円 ０．７ ６，５４７万円 △２．６

利 子 割 交 付 金 １４０万円 ０．０ １７０万円 △１７．６

配 当 割 交 付 金 １９３万円 ０．０ １７４万円 １０．９

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 ８７万円 ０．０ ３０万円 １９０．０

地 方 消 費 税 交 付 金 ２億２，９２２万円 ２．６ １億５，７７７万円 ４５．３

自 動 車 取 得 税 交 付 金 １，００６万円 ０．１ ６３７万円 ５７．９

地 方 特 例 交 付 金 ２０８万円 ０．０ １８１万円 １４．９

地 方 交 付 税 ４２億　　２８４万円 ４７．２ ４１億３，６６２万円 １．６

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 １００万円 ０．０ １００万円 ０．０

分 担 金 及 び 負 担 金 ２，６６３万円 ０．３ ６，２４５万円 △５７．４

使 用 料 及 び 手 数 料 ４億２，１５６万円 ４．７ ４億１，１３３万円 ２．５

国 庫 支 出 金 １０億５，５７６万円 １１．９ １１億４，４９３万円 △７．８

道 支 出 金 ３億８，１２１万円 ４．３ ３億７，２１２万円 ２．４

財 産 収 入 ２，３６１万円 ０．３ ２，４６６万円 △４．３

寄 附 金 ２００万円 ０．０ ０万円 皆増

繰 入 金 ３億４，７３０万円 ３．９ ４億　　５７３万円 △１４．４

繰 越 金 ３，０００万円 ０．３ ３，０００万円 ０．０

諸 収 入 ７，８３２万円 ０．９ ６，１５２万円 ２７．３

市 債 １２億１，５３０万円 １３．６ ６億５，００１万円 ８７．０

総 合 計 ８９億１，２９９万円 １００．０ ８３億９，４２９万円 ６．２

（歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

構 成 比 増 減 率区 分

一般会計予算の内訳（歳入）

　市税収入は、人口減少や資産の評価替え等により、市税全体で前年度比４，０６４万
円（△４．７％）の減少となった一方、地方交付税は、前年度比６，６２１万円（１．６％）の
増加となり、普通交付税の振替措置である臨時財政対策債も含めた地方交付税総額と
しては、前年度比４，７７１万円（１．１％）の増加となりました。また、財政調整基金繰入
金は前年度比５，４３７万円（１３．９％）の減少となっています。



※　用語解説

市 税
市民税や固定資産税・軽自動車税などの市民のみなさまに納めていただく税
金です。

地方消費税交付金 地方消費税（道税）のうち、市に交付される資金です。

地 方 交 付 税
地方公共団体の財政不均衡を是正し、必要な財源を保障するため、国から
地方公共団体に対して交付される資金です。国税のうち、所得税・法人税・酒
税などの一部が充てられます。

分担金及び負担金 老人ホームなどに入所されている方に負担していただくものです。

使用料及び手数料
市の施設などを利用された方や、サービスの提供を受けられた方に納めてい
ただくものです。

国 庫 支 出 金
国が使途を特定して地方公共団体に交付する資金の総称です。国庫負担
金・国庫補助金・国庫委託金などがあります。

道 支 出 金 北海道が使途を特定して地方公共団体に交付する資金です。

繰 入 金 基金などから繰入れる資金です。

市 債
地方公共団体が歳入の不足を補うために金銭を借り入れることによって負う
債務のうち、償還期間が一会計年度を超えるものをいいます。

そ の 他 地方譲与税・各交付金・財産収入・諸収入などがあります。



平 成 27 年 度 平 成 26 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

議 会 費 ６，９６２万円 ０．８ ６，４３４万円 ８．２

総 務 費 ２億４，１６８万円 ２．７ ２億１，３８９万円 １３．０

民 生 費 ２０億４，９５８万円 ２３．０ ２１億６，１８４万円 △５．２

衛 生 費 ４億３，２５５万円 ４．９ ４億２，１９９万円 ２．５

労 働 費 ３４７万円 ０．０ ３５１万円 △１．１

農 林 水 産 業 費 ８，５４１万円 １．０ ９，７０５万円 △１２．０

商 工 費 １億３，１９４万円 １．５ １億４，８４７万円 △１１．１

土 木 費 ７億１，９４８万円 ８．０ ７億２，２５７万円 △０．４

消 防 費 １０億２，１２６万円 １１．５ ４億２，９２９万円 １３７．９

教 育 費 ３億５，２２３万円 ４．０ ３億５，６５５万円 △１．２

公 債 費 ９億１，２４５万円 １０．２ ９億３，６２３万円 △２．５

諸 支 出 金 １７億１，５７１万円 １９．２ １６億７，４８９万円 ２．４

職 員 給 与 費 １１億５，７６１万円 １３．０ １１億４，３６７万円 １．２

予 備 費 ２，０００万円 ０．２ ２，０００万円 ０．０

歳 出 合 計 ８９億１，２９９万円 １００．０ ８３億９，４２９万円 ６．２

○目的別とは、歳出を行政分野ごとに分類したもの。 （歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

区 分 構 成 比 増 減 率

一般会計予算の内訳　（目的別歳出）

　民生費は、臨時福祉給付金及び、子育て世帯臨時特例給付金の減少などにより、前
年度比で１億１，２２６万円（△５．２％）減少し、消防費は、継続事業である赤平消防署
消防総合庁舎建設等により、前年度比５億９，１９７万円（１３７．９％）の増加となってい
ます。また、諸支出金については、主にし尿の共同処理に伴う下水道使用料の減少等
により、下水道事業特別会計に対する一般会計からの繰出金が増加し、全体として前
年度比で４，０８２万円（２．４％）の増加となっています。



※　用語解説

議 会 費 市議会の運営に充てられる費用です。

総 務 費 企画政策や庁舎管理、戸籍事務、選挙などにかかる費用です。

民 生 費
体の不自由な方や高齢者・子どもなど、福祉の充実のためにかかる費用で
す。

衛 生 費 市民の健康管理やゴミ処理などにかかる費用です。

労 働 費 労働行政にかかる費用です。

農 林 水 産 業 費 農林水産業の振興・発展などにかかる費用です。

商 工 費 商工業の振興や企業立地、観光施設の整備などにかかる費用です。

土 木 費
道路や橋、公園の整備や改修、公営住宅の建て替えなどにかかる費用で
す。

消 防 費 消防や救急活動にかかる費用です。

教 育 費
幼稚園や小中学校などの学校教育や、社会教育、スポーツ振興などの充実
にかかる費用です。

職 員 給 与 費 市職員にかかる給料などにかかる費用です。

公 債 費 市が借りているお金を返済するための費用です。

そ の 他 諸支出金、災害復旧費などがあります。



平 成 27 年 度 平 成 26 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

人 件 費 １２億５，４９１万円 １４．１ １２億１，９１４万円 ２．９

物 件 費 ８億９，４６２万円 １０．０ ８億６，５１２万円 ３．４

補 助 費 等 １４億４，２６５万円 １６．２ １５億　　６２６万円 △４．２

扶 助 費 １６億５，６６１万円 １８．６ １７億　　８５７万円 △３．０

普 通 建 設 事 業 費 １２億　　　１３万円 １３．５ ６億５，０３９万円 ８４．５

維 持 補 修 費 ２億８，７６９万円 ３．２ ３億　　２３３万円 △４．８

公 債 費 ９億１，２４５万円 １０．２ ９億３，６２３万円 △２．５

積 立 金 ４４０万円 ０．０ ２４１万円 ８２．６

投 資 及 び 出 資 金 ２億１，０７１万円 ２．４ １億９，７８８万円 ６．５

貸 付 金 ３，５３８万円 ０．４ ２，５１１万円 ４０．９

繰 出 金 ９億９，３４４万円 １１．２ ９億６，０８５万円 ３．４

予 備 費 ２，０００万円 ０．２ ２，０００万円 ０．０

歳 出 合 計 ８９億１，２９９万円 １００．０ ８３億９，４２９万円 ６．２

○性質別とは、歳出を経済的性質を基準に分類したもの。 （歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

区 分 構 成 比 増 減 率

一般会計予算の内訳　（性質別歳出）

　人件費は職員の給与回復等により、前年度比で３，５７７万円（２．９％）の増加、普通
建設事業費は赤平消防署消防総合庁舎建設事業や消防救急デジタル無線整備事業
等の増加により、対前年度比５億４，９７４万円（８４．５％）の増加となっています。



※　用語解説

人 件 費
職員給与、議員、特別職、各種委員会委員及び嘱託職員の報酬や社会保険
料などにかかる費用です。

物 件 費
旅費、消耗品や備品の購入、施設の清掃等の管理・運営委託料、土地やコン
ピュータ機器の使用などにかかる費用です。

補 助 費 等
他団体への運営費補助金や負担金、自動車保険などの保険料などにかかる
費用です。

扶 助 費 生活保護、高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉などにかかる費用です。

投 資 的 経 費
道路・橋・学校などの建設や、これらの施設用地取得など、資本形成にかか
る費用です。

維 持 補 修 費 道路や施設などの維持補修にかかる費用です。

積 立 金 基金への積立にかかる費用です。

繰 出 金 一般会計から特別会計や、企業会計へ繰り出すための費用です。


